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第 1 節 本研究の背景 
 朝鮮戦争後の韓国では、農業から軽工業、さらに重工業を中心に産業が発展した。その













その後 2010 年代になると、戦後生まれた世代であるベビーブーム世代 2)の引退ラッシ
ュが始まり、農村地域の諸問題は新た局面を向かう。引退者の年齢は 50 代後半が非常に
多い。その理由の一つは、早期引退にある。法律上の引退時期は 60 歳と定められており、























(1) 6 次産業化推進と帰農者に関する研究 









































































ある。この研究では移住経路を U ターン、J ターン、I ターンに区分することで、農村への
移住過程と農村地域に定着の流れの関連性について明らかにした。U ターンでは経済的な
要因が多いが、J ターンや I ターンでは理想的な田園生活の追求といった動機で帰農する

















































































表１ 帰農者が最も多い上位 10 自治体(2016 年) 





合計 男子 女子 
１ 済州特別自治道 西帰浦市 260 142 402 225 177 
２ 済州特別自治道 済州市 251 117 368 194 174 
3 慶尚南道 密陽市 200 72 272 147 125 
4 慶尚北道 尚州市 187 115 302 178 124 
5 全羅南道 高興郡 180 99 279 157 122 
6 慶尚北道 高興郡 172 101 273 161 112 
7 京畿道 華城市 168 89 257 146 111 
8 全羅北道 高敞郡 164 82 246 147 99 
9 慶尚南道 居昌郡 160 116 276 155 121 
10 京畿道 楊平郡 159 71 230 134 96 
出所 統計庁の「帰農者世帯員の市道別・性別現状」により筆者作成 
   
密陽市の基本情報として総人口は 2016 年現在 110,683 人である 4)。このうち農家人口は






具体的な調査は 2 回に分けて行われた。1 回目の調査では、帰農者の特徴と地域住民関
係を把握するため、2017 年 8 月の調査では密陽市農政課の職員に、帰農者が多い邑と面を
確認し、そこで調査を実施した。具体的には、武安面(M 面)、清道面(C 面)、丹場面(D 面)、
下南邑(H 邑)、上南面(S 面)の５つの地区であり、地元住民から帰農者の情報を得て合計
38 人に調査を申し込み、16 人の帰農者からインタビューを行うことができた。 
2 回目の調査は 2018 年 8 月に聞取り調査を実施した。1 回目と異なり、2 回目の調査で












習会参加者に限定した。密陽市農業技術センターの 6 次産業課によると、2018 年現在、密
陽市全体の 6 次産業化認定事業者は７名で、うち５名が聞き取り調査に応じた。ただし、
そのうち 1 名は帰農者ではなく地元住民であったため、分析から除外した。一般帰農者に





第 5 節 本研究の構成 
 研究課題を明らかにするために、以下の手順で分析を進める。 
 第 1 章の「農村地域の高齢化と農村問題」では、農村の問題について論じる。なぜ高齢
者が問題になる理由と原因について説明し、高齢者経営主の教育水準が支援事業に及ぼす
影響について考察を行う。 
 第 2 章の「帰農者と 6 次産業化」では、帰農者の増加原因を説明した上で、政府が推進
する 6 次産業化の導入背景や関連事業など流れを説明し、認定制度と支援政策、現状を確
認することで、帰農者と 6 次産業化の関係について明らかにする。 












1) 世界銀行大韓民国 GDP 統計による 
2)朝鮮戦争後の 1955 年から 1963 年に合計特殊出生率が 3.0 以上と高く、このとき生まれ
た人をベビーブーム世代とよんでいる。 































第 1 節 農村地域の高齢化問題 
 農村地域の高齢化を分析する前に農村地域の諸問題の原因には農村人口流出にあること
を確認する必要がある。図 1-1 は農村地域の全体人口を示している。注目するところは、







図 1－1 年齢別農家人口(全国) 
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人口（労働者）の流入がなく、2010 年において農家人口は 306 万人、高齢化率は 31.8％
であったが、2017 年の農家人口は 242 万人まで減少、高齢化率は 42.5%にまで上昇し、
農村の高齢化問題はいっそう深刻化した(図 1-2)。 
 
図 1-2 農村所得構成比と高齢化率 



























えている。2017 年現在の 65 歳以上高齢者の農家純所得平均(農業所得＋農外所得)は 1,728
万₩である 1)。この金額は 65 歳未満の農家純所得平均は 4,600 万₩ で、役 2.5 倍の差が
存在する。ここで、移転所得を加えた経常所得(純所得＋移転所得)は 65 歳以上が 2,699 万
₩であり、移転所得を加えた 65 歳未満の所得は 5,312 万₩ になり、65 歳以上の移転所













代の 1995 年において高卒以上の者は 16.0%しかなく、多数の高齢の地元農業者は小学校
すら卒業していなかった。その理由としては朝鮮戦争が原因である。1949 年に小学校の義
務教育に関する条項が設けられる。この条項は 1950 年に施行するが、同年に、戦争が勃













2)高等教育以上は、専門学校や 4 年生大学、修士修了、博士修了を含める 
3)都市地域教育水準の調査対象は 15 歳以上年齢である。 












 教育に関しては密陽市も同じ状況である(図 1-4)。密陽市のデータの年齢区分を 15～49









中卒以下 高卒 短大以上 無学 小卒 中卒 高卒 短大以上
都市地域の学歴 農村地域の学歴
































無学 小卒 中卒 高卒 短大以上
120万₩未満 120~1千万₩ 1千万～1億₩ 1億₩以上
16 
 

















2019 年 9 月 7 日 http://www.agrinet.co.kr/news/articleView.html?id×no=171544 
2)毎日経済(2019)『大法「相続農地、農業しなくても農地処分の義務ない」耕者有田原則














現状を確認することで、帰農者と 6 次産業化の関係について明らかにする。 
 
第 1 節 帰農者の増加原因 
 近年、帰農者が急増しており、農村地域の新しい担い手として期待されている。帰農者
の数は社会・経済の状況と関連がある。大きく 2 回の帰農者の農村移住変動があり、1 回
目の帰農者ブームは 1998 年始まる。当時に農村地域に移住した帰農者数は 6,000 人を超
え、翌 1999 年も 4,000 人が帰農した。これは、1997 年に発生したアジア通貨危機(韓国
名：1997 年外貨危機)の影響であり、経済が大きな混乱に陥ったことが原因である。具体






図 2-1 帰農農家数推移 (1997～2016 年) 
(出所) 農林畜産食品部と統計庁の資料により筆者作成 
注 1)1997 年から 2009 年までの資料は農林畜産食品部の資料である。 













もっと早い。2016 年から 60 歳定年制が義務化され、その施行は段階的に進んでいるが、
































住してから 5 年以内で 65 歳以下の者に対する支援である。就農支援では、農地や農業機
械などの営農基盤、食品加工施設や設備の購入費用に対し、１世帯あたり３億₩ を限度
に融資が受けられる。住宅購入支援では、農村地域にある空き家の購入や住宅の新築に対
し、１世帯あたり 7,500 万₩ を限度に融資が受けられる。どちらも金利 2%、償還期間
は 5 年措置、10 年元金均等分割償還である。市中銀行の一般的な住宅ローンでは、措置期








たり 375 万₩ が支給され、営農施設の拡大費用に充当することができる。帰農者営農費























うち 90 日以上農業に従事する者」、「農業経営を通じて農産物の年間販売金額が 120 万₩
以上の者」、「営農会社法人の農産物流通・加工・販売活動に 1 年以上継続雇用された者」


















第３節 6 次産業化の推進 
(1)6 次産業化が成立されるまでの関連事業 
6 次産業化は、 2013 年に国政課題として挙げられ、翌 2014 年に法律として制定され
た。これは、 6 次産業化を推進する農業者に「6 次産業化認定」を定める根拠になる法律
である。 
6 次産業化に関連した事業と法律は 1990 年代までさかのぼり、金泳三政権で競争力が
ある農村が求められた。その理由は、 1990 年初めに農漁村だけがマイナス成長をしたこ
ととともに、農水産物の輸入開放の圧力が掛かってきたことである。農漁村の競争力の向




















民の生活の質の向上を図った。農村地域には第 1 次産業を、都市地域に第 2 次産業、第 3
次産業を中心に共同マーケティングを行っていった。つまり、都市と農村の地域間連携に










一つとして活用され現在は 6 次産業化支援事業として含まれようになった。 
2013 年になって、朴橦恵政権では、 6 次産業化の必要性に対して議論が行われた。と
くに、韓国の実情に即した 6 次産業化モデル開発が必要であるとキム・テゴン(2011)が主
張し、 6 次産業化など農外所得に関連した研究が進められた。新政権の発足と同時に、農
林畜産食品部が主導して 6 次産業化を推進している。 6 次産業化を成功させるためには、
単なる「事業」の一環として支援することではなく、農業者を後押しできるように法的根
拠が必要である(キム・ヨンリヨルほか、 2013)。そこで、 2013 年 7 月、 6 次産業化活


















     産業育成事業 














   伝統発酵食品育成事業 





(2) 6 次産業化の政策 






な供給」 「5．農畜産物の流通構造改善」の 5 つの課題である。農業や食品産業を未来成




ている。農林畜産食品部は、 2017 年までに売上高 100 億₩ 以上の 6 次産業化主体を


























産業化に含まれないのは、海洋水産部と農林畜産食品部の間の縦割り行政が一因である。    
17 の行政府は独立しており、予算の運用はその行政府の管轄事業中心で行われている。
海洋水産部は、別の法律として「漁村特化発展支援特別法｣を農林畜産食品部より 2 か月
遅い 2014 年 8 月に国会を通過させた。その第 1 段階として、6 次産業化事業を 2014 年か










っている者と共同で認定の申請ができない。そのため、農村に居住をしない第 2 次・第 3
次産業者は参加しにくい構造である。 
(4) 6 次産業化の現状  
6 次産業化や認定に関する統計は公式的に集計していない。しかし、ファンデヨン(2017)
の 6 次産業化研究に関する基礎実態調査は存在する。この研究では、6 次産業化事業を経
営中である農家 9、033 戸の事業体を対象として調査を行ったデータであるため、データ
の信頼性はあると考えられる(表２-2)。 
表 2-2 ６次産業化表本調査の応答者特徴(2014 年) 
区分 事例数 % 
全体 9、033 100 
年齢 30 代以下 32 0.4 
40 代 470 5.2 
50 代 2、283 25.3 
60 代 3、115 34.5 
70 代以上 3、132 34.7 
教育水準 中卒以下 5、833 64.6 
高卒 2、689 29.8 
大卒(在学中) 466 5.2 
大学院(在学中)以上 43 0.5 
帰農帰村 
経験 
はい 1、189 13.2 
いいえ 7、844 86.8 
後継者有無 ある 1、311 14.5 
ない 7、722 85.5 
農業の 
経営年数 
１０年未満 399 4.4 
10～20 年 1、061 11.7 
20～30 年 1、312 14.5 
30 年以上 6、261 69.3 
6 次産業化 
開始年度 
5 年未満 421 4.7 
5～10 年 1、033 11.4 
10～20 年 2、961 32.8 
20～30 年 1、698 18.8 
30 年以上 2、921 32.3 
6 次産業化 
業態 
農産品加工 4、145 45.9 
直売場・直販場 1、100 12.2 
直接取引 7、742 85.7 
農家食堂 716 7.9 
農家民宿 295 3.3 
体験・観光 190 2.1 
その他 1、260 13.9 
(出典) 「農食品 6 次産業化基礎実態調査研究」の資料より筆者作成 





調査によると、2014 年現在、6 次産業化を推進している農家の 69.2%が 60 歳以上であ
ることが確認できる。60 歳以上が多いことは教育に恵まれなかった戦争世代であるた
め、中卒以下の低学暦が中心になっている。 








写真 2-1 密陽市における道端販売 
出所 2018 年 11 月(左)と 8 月(右)に筆者撮影 
(5)認定制度と支援政策  








加価値創出の可能性などが含まれ、 自治体 6 次産業化支援センターで認定をもらうこと
になる。審査基準は、客観的な点数制となって示されている。適合性 15 点、革新および競
争力 30 点、発展可能性 20 点、地域と連携性 25 点、事業成果 20 点の合計 100 点のうち、
審査点が 70 点を超えることが認定基準である。6 次産業化支援政策は非認定事業者でも、
各事業の条件を満たした農業者の場合は申請ができる(表 2-３)。 
 
表 2-3 6 次産業化審査内容と点数 
審査項目 配点 審査内容 
適合性 15 点 経営主の 6 次産業化理解度及び適合性 
革新および競争力 30 点 商品差別性、商品競争力 
発展可能性 30 点 事業別投資計画及び実現可能性 
地域農業と関連性 10 点 地域農業および社会との連帯協力程度 
事業成果 15 点 経営体の売上高増加率(10 点） 





各項目別に基準が設定されている。6 次産業化の認定を更新するためには、 5 年間平均売
り上げが 1％以上増加した事業者に限られている。 
2016 年の 6 次産業化の全体予算は 827 億₩ であり 3)、6 次産業化団地調整(45 億₩)、
商業から事業活性化まで段階別支援(43 億₩)、販路などの基盤構築(47 億₩)、農村観光
(119 億₩)、中国輸出有望品目育成(34 億₩)、 コールドチェーン構築(33 億₩)、ハラー
ル市場開拓(95 億₩)などで構成されている。支援事業の主な内容は、金融支援として、6
次産業化融資資金、施設、装備購入および改築資金最大 30 億₩(2％3 年据置 7 年償還)、








写真 2-2 6 次産業化認定マークと使用例 
出所 (左)農林畜産部、6 次産業化紹介ページ(右)6 次産業化聞き取り調査時、筆者撮影 
 
全体的な支援政策は、2016 年現在、表 2-4 によると 6 次産業化支援政策は全体で 219 の


















表 2-4 6 次産業化支援政策 









 計 219 17 23 9 26 25 18 38 39 20 4 
農林水産食品機関 
農林畜産食品部 24 1 2    8 5 2 3 3 
農村振興庁 6       4  2  





流通公事 47 4 11 1 15 
  1 13 2  
韓国農漁村公事 5   1     1 3  
農林水産食品 
教育文化情報院 2 
  1     1   
農林水産食品 
技術評価院 4 
    4      
農業技術実用財団 12  2 1  5 3  1   
農業政策資金管理団 1 1          
産業通商資源部 
中小企業庁 24 4 4 3  11 1  1   
韓国発明振興会 10     3 2 5    
その他 
韓国食品研究院 2  1   1      
韓国食品産業協会 2    2       
農業中央会 8 2       3 3  
山林組合中央会 2 1   1       
韓国馬事会 3   1 1     1  
食品医薬品安全処 1      1     
自治団体(16 か所) 58 4 2  7 1 3 21 14 5 1 
出典:農林畜産食品部の資料より作成 

























い政策とはいえず、調査の結果、表 2-5 のように 219 の支援政策のうち新規に開始された











表 2-5 6 次産業化支援政策の既存事業分類 
行政府 農林水産食品機関 農林水産食品傘下委託機関(準政府機関) 
機関名 農林畜産 
食品部 












計 109 24 6 8 47 5 2 4 12 1 
新事業 10 4 1 2 3 0 0 0 0 0 
既存事業 99 20 5 6 44 5 2 4 12 1 
行政府 産業通商資源部 その他 






農業中央会 山林組合中央会 韓国馬事会 食品医薬品 
安全処 
自治団体 
計 110 24 10 2 2 8 2 3 1 58 
新事業 10 0 0 1 1 2 0 0 0 6 




第４節 小活  
本章では、帰農者の増加要因と資格、6 次産業化の推進と現状について考察を行った。 


































3) 農林水産省「平成 28 年度 6 次産業化支援対策の予算概算決定の概要」平成 27 年 12 月
によると、 日本の 6 次産業化予算は 24 億円(240 億₩)である。農林畜産食品部「報道資
料一農林食品部 ‘16 年予算および基金 14 兆 3,681 億₩ 確定」 










































る帰農は少ない状況である。また、移住時の年齢が若いほど、U ターンより J ターン、さ
らには J ターンより I ターンの傾向が強くなる。若い人ほど農村出身者が少なく、農業の
経験も少ないことを反映している。 
密陽市における帰農者の所得水準は 20 世帯のうち 15 世帯で帰農以前と比較して減少し
た。帰農者の多数は都市生活では平均的な年収を得ていた。統計庁が発表した職種別賃金
所得分布分析(2017)によると、都市勤労者の平均的な年収は 50 代から 40 代では約 4,500
万₩、20 代から 30 代は約 3、600 万₩、60 代以上は 3,000 万₩である。子育てが終わっ
た 50 代後半になると、その他の所得を得ている人がいる。この所得は第１章で説明した
ように、年金と子女からの被贈である。より詳しく説明すると、現在、年金受給開始年齢














































2017 年 農業 兼業 
その
他 
1 2008 40 50 農産物流通業者 I 大卒 4 20 100 0 0 
2 2013 33 38 土木公務員 I 大卒 4 12 60 40 0 
3 2005 54 67 福祉園自営 J 高卒 6 10 90 0 10 
4 2009 55 64 タクシー運転手 I 高卒 20 7 80 20 0 
5 2002 46 62 農業公務員 U 中卒 3.5 6.5 80 20 0 
6 2015 59 62 飲食店自営 U 大卒 6 5 75 0 25 
7 2013 36 41 配達業者 I 高卒 4 3.5 100 0 0 
8 2008 38 48 飲食店自営 J 大卒 4 3 40 60 0 
9 2015 42 45 中小企業事務職 I 大卒 3.5 3 60 40 0 
10 2007 30 41 車販売職 I 大卒 4 3 100 0 0 
11 2016 30 32 飲食店自営 I 大卒 3.7 3 100 0 0 
12 2015 32 35 車製造業者 I 大卒 3.5 2.5 70 30 0 
13 2008 50 60 行政公務員 J 高卒 5 2.5 65 15 20 
14 2017 58 59 放送局 PD J 高卒 4.8 2 85 0 15 
15 2014 58 62 トラック運転手 I 大卒 8 2 40 0 60 









も農業とともに農産物の流通事業を行っている。3 番と 6 番の帰農者は、元公務員である




















































1 キノコ 1,000 - 10 80 10 - - 
2 蓮根 30000 加工工場保有 20 30 35 15 - 
3 柿 12000 - - - - 100 0 
4 花 1,000 加工工場保有 - - 80 20 - 
5 唐辛子 800 個人タクシー 20 65 - 10 5 
6 リンゴ 3000 - 5 20 - 75 - 
7 棗/自給用野菜 4500 - 40 10 - 10 40 
8 棗/自給用野菜 1,000 コンビニ運営 25 20 - - 65 
9 稲/畜産/野菜 2000 農家レストラン 100 - - - - 
10 柿/ 自給用野菜 4000 - - - - 50 50 
11 稲、畜産(牛 5 頭) 4000 - 100 - - - - 
12 稲/自給用野菜 3000 妻：塾教師 100 - - - - 
13 稲 3000 火災予防監視員 100 - - - - 
14 稲 3000 - 100 - - - - 
15 柿 1500 - 20 20 - - 60 
16 柿/ 自給用野菜 1200 個人タクシー 30 20 - - 50 
(出所)密陽市に居住する帰農者を対象で聞き取り調査により筆者作成。 






















第 2 節 帰農の準備過程  


















1 1 年 所得のため 交通利便性 農業技術 3～4 億 
2 1.5 年 所得のため 交通利便性 農業技術 4 億以上 
3 1.5 年 所得のため 交通利便性 経済的不安 3～4 億 
4 0.5 年 所得のため 自然環境 農業技術 3～4 億 
5 0 年 都市生活の疲弊、所得のため 自治体支援 - 1 億未満 
6 1 年 所得のため 自治体支援 農業技術 2～3 億 
7 1 年 新しい職場 自治体支援 子女の教育 1～2 億 
8 1.5 年 健康・休養 自然環境 子女の教育 1 億未満 
9 0.5 年 健康・休養 自然環境 生活インフラ 1～2 億 
10 1 年 都市生活の疲弊 交通利便性 子女の教育 1 億未満 
11 2 年 都市生活の疲弊、子育て環境 交通利便性 生活インフラ 1～2 億 
12 1 年 都市生活の疲弊、子育て環境 自然環境 生活インフラ 1～2 億 
13 1.5 年 都市生活の疲弊 自然環境 帰村先住民と不和 1～2 億 
14 2 年 田園生活への憧れ 自治体支援 帰村先住民と不和 1～2 億 
15 1 年 都市生活の疲弊 自然環境 帰村先住民と不和 1～2 億 



























1 × × 〇 〇 
2 × 〇 〇 〇 
3 × 〇 〇 〇 
4 × × 〇 × 
5 × × 〇 × 
6 × 〇 〇 〇 
7 × 〇 〇 〇 
8 × 〇 〇 〇 
9 × 〇 〇 〇 
10 × 〇 〇 〇 
11 × 〇 〇 〇 
12 × 〇 〇 〇 
13 × 〇 〇 〇 
14 × 〇 〇 〇 
15 × 〇 〇 〇 























































1 〇 全く不参加 
2 × どちらとも言えない 
3 × たまに参加 
4 × どちらとも言えない 
5 〇 積極的に参加 
6 × 全く不参加 
7 × どちらとも言えない 
8 × 全く不参加 
9 × 積極的に参加 
10 × どちらとも言えない 
11 × たまに参加 
12 × たまに参加 
13 〇 ほぼ参加 
14 × どちらとも言えない 
15 〇 たまに参加 



















表 3-６ 農業の共同作業と農業労働力の調達 
農家番号 地域内の共同作業 農業労働力の調達 
1 - 外国人雇用 
2 - 日雇い雇用および外国人雇用 
3 - 地元住民雇用および日雇い雇用 
4 - 日雇い雇用 
5 - 日雇い雇用 
6 - 日雇い雇用 
7 8 番帰農者と一部共同作業 日雇い雇用 
8 7 番帰農者と一部共同作業 日雇い雇用 
9 近隣の帰農者と共同作業 - 
10 12 番と 15 番帰農者と一部共同作業 日雇い雇用 
11 近隣の帰農者と共同作業 - 
12 10 番と 15 番帰農者と一部共同作業 -  
13 - - 
14 - - 
15 10 番 12 番帰農者と一部共同作業 日雇い雇用 
















地元の外部者に対する態度の変化は場所によって異なり、H 面、D 面、S 面は比較的都
市部に近く、帰農者と地元住民との関係はそれほど悪くない状況である(表 3-7)。このよ
うな違いは、都市化の程度と関係がみられ、H 面、D 面、S 面は比較的都市部に近く、外




















1 M ― 満足 非常に不満 寄付金強要 
2 C 満足 満足 不満 寄付金強要 
3 M 普通 非常に満足 不満 自分に対する悪い噂 
4 H 満足 普通 普通 ― 
5 M 非常に満足 非常に満足 非常に満足 出身地であるため 
6 C 満足 満足 満足 元勤務地であるため 
7 S 満足 普通 普通 ― 
8 S 普通 普通 普通 ― 
9 S 満足 不満 普通 ― 
10 H 非常に満足 普通 満足 予想以上に開放的であったため 
11 D 満足 普通 非常に不満 自分に対する悪い噂 
12 H 非常に満足 普通 満足 予想以上に開放的であったため 
13 H 満足 満足 普通 ― 
14 D 普通 普通 不満 意見の相違 
15 H 普通 満足 非常に不満 意見の相違 





















2)農村地域の最終学歴は 2015 年現在、小卒以下が 42.9%、中卒 18.9％、高卒 26.4%、専門
学校・大学卒業以上 12.5%である。都市地域の最終学歴は中卒以下 19.0%、高卒 34.4％、
専門学校・大学卒業以上 46.6%で、都市と比べて農村地域の教育水準は非常に低いことが




















第 4 章 農村における帰農者の役割 



















その事例としては 11 番と 19 番の帰農者があげられる。彼らは、農村地域への転入時に、









表 4-1 密陽市における帰農者の概要 
番号 現在年齢 最終学歴 移住区分 
地元住民との 
生活関係 
1 44 大卒 Ｊ 普通の関係 
2 54 大卒 Ｕ 普通の関係 
3 72 高卒 Ｊ 友好的関係 
4 51 大卒 Ｕ 普通の関係 
5 52 大卒 Ｕ 普通の関係 
6 58 大卒 Ｊ 普通の関係 
7 56 大卒 Ｉ 普通の関係 
8 47 大卒 Ｉ 普通の関係 
9 55 大卒 Ｉ 普通の関係 
10 52 大卒 Ｕ 普通の関係 
11 33 大卒 I 関係悪化 
12 37 大卒 Ｕ 普通の関係 
13 38 大卒 Ｉ 友好的関係 
14 28 高卒 Ｉ 普通の関係 
15 41 大卒 Ｊ  普通の関係 
16 65 高卒 Ｕ 普通の関係 
17 48 修士 Ｊ 普通の関係 
18 64 大卒 Ｊ 普通の関係 
19 58 大卒 I 関係悪化 
20 55 大卒 Ｕ 普通の関係 




2)1 番～10 番帰農者は契約取引がある帰農者である。このうち 1 番～4 番は認定帰農者であり、5 番～10 番は一般帰
農者である。11 番～21 番帰農者は契約取引がない一般帰農者である。表 4-1～表 4-4 についても同様である。 
  
第 2 節 帰農者の営農活動 
 経営耕地面積が非常に大きい 1 番帰農者を除くと、調査対象である帰農者の経営農耕地
面積の平均は 1.0ha である。全国平均が 1.2ha であるので、規模は大きいとは言えない。
しかし、粗収益は最も少ない帰農者で 5、400 万₩であり、農家の平均値である 3、823 万
₩(2017 年)を上回っている。農業所得も最も少ない帰農者で 2,700 万₩であり、同様に全



























1 蓮根 350 25 1652 16528 茶、乾燥品 1,600 
2 リンゴ 70 40 165 247 酒、酢、ジュース 2,300 
3 リンゴ 30 60 99 99 ジュース、飴 60 
4 ナツメ 10 40 115 66 乾燥品、ジュース 330 
5 リンゴ 30 60 198 66 ジュース 90 
6 リンゴ 30 65 165 66 ジュース 90 
7 リンゴ 29 70 165 82 ジュース 60 
8 唐辛子 30 60 115 66 粉末 60 
9 唐辛子 15 70 66 49 粉末 40 
10 ブドウ 15 80 66 33 エキス 30 
11 ラズベリー 15 55 115 - 冷凍フルーツ 30 
12 稲  12 40 158 - -  -  
13 花 10 30 82 -  -  - 
14 ラズベリー 10 60 99 -  冷凍フルーツ 30 
15 リンゴ 9.8 50 85 -  -  -  
16 ナツメ 8 80 66 - -  -  
17 ゴマの葉 7.5 85 82 - -  -  
18 ゴマの葉 7.2 50 66 -  -  -  
19 稲 7 80 99 -  -  -  
20 トウモロコシ 6 60 52 -  -  -  




た。家族のみに依存している農家は 2 戸にとどまり、帰農者は平均 5.2 名を雇用している。
加工作業については、認定帰農者である 1 番から 4 番の帰農者は臨時雇用で労働力を確保
しているが、一般帰農者は全員が家族労働力のみで加工を行っている。常時雇用を行って










表 4-3 帰農者の農場の雇用状況 
番号 












1 20 ★ 1 12 ★ - 4 人事務職 
2 8 ★ 1 8 ★ - 1 人事務職 
3 5 ● 2 2 ● - 5 人案内職 
4 7 ★ 1 2 ● - - 
5 5 ★ 3 - - 3 - 
6 6 ★ 3 - - 3 - 
7 4 ★ 3 - - 3 - 
8 4 ★ 3 - - 3 - 
9 5 ★ 3 - - 3 - 
10 5 ★ 4 - - 4 - 
11 8 ★ 3 - - ２ 1 人案内職 
12 4 ★ 3 - - - - 
13 2 ■ 2 - - - - 
14 5 ● 1 - - 1 - 
15 3 ● 4 - - - - 
16 - - 3 - - - - 
17 3 ● 5 - - - - 
18 2 ■ 1 - - - - 
19 - - 1 - - - - 
20 2 ★ 1 - - - - 
































1 - - - 100 - - 
2 - - - 100 - - 
3 - - - 100 - - 
4 - - - 90 - 10 
5 - 50 - - 40 10 
6 - 50 - 20 20 10 
7 - - - 30 50 20 
8 - 30 - - 40 30 
9 - 40 - - 30 30 
10 - 30 - 20 30 20 
11 - - - 40 40 20 
12 - 80 - 20 - - 
13 100 - - - - - 
14 - - - 50 25 25 
15 - - 90 - - 10 
16 - - 80 - - 20 
17 - 80 - - - 20 
18 10 80 - - - 10 
19 - 20 60 - - 20 
20 - 85 - - - 15 
21 10 50 - - - 40 
出所)聞き取り調査により筆者作成。 
 
第 3 節 地元農業者との契約取引関係 
帰農者は前述のように、生活上では地元住民と積極的な関係を築こうとはしないが、営
農上では契約取引の関係がみられる帰農者は少なくない。契約取引を行っている帰農者は、




















かに 10a 弱の耕地で自給用作物を栽培している。地元農業者の教育水準は 2 人(13、16 番)
のみが中卒者で、残りは小卒あるいはそれ以下の教育水準しかなく、教育に恵まれなかっ



















































1 72 無学 61 10,590 2,118 2,647 … … … 
2 72 無学 68 11,805 2,361 2,951 … … … 
3 70 無学 59 10,242 2,048 2,561 … … … 
4 69 無学 60 10,416 2,083 2,604 … … … 
2 
5 68 無学 33 4,937 1,296 1,543 706 841 135 
6 68 無学 33 4,937 1,296 1,543 706 841 135 
7 67 小卒 16 2,394 628 748 342 408 65 
8 65 小卒 24 3,590 943 1,122 514 611 98 
9 65 小卒 49 7,330 1,924 2,291 1,049 1,249 200 
10 64 小卒 24 3,590 943 1,122 514 611 98 
11 63 小卒 24 3,590 943 1,122 514 611 98 
12 59 小卒 66 9,874 2,592 3,086 1,413 1,682 269 
3 
13 57 中卒 33 4,937 1,296 1,543 706 841 135 
14 55 小卒 49 7,330 1,924 2,291 1,049 1,249 200 
15 55 小卒 66 9,874 2,592 3,086 1,413 1,682 269 
16 52 中卒 33 4,937 1,296 1,543 706 841 135 
4 
17 70 無学 16 … … … … … … 
18 68 無学 24 … … … … … … 
5 
19 68 無学 16 2,394 628 748 342 408 65 
20 61 小卒 14 2,094 550 655 300 357 57 
7 
21 75 無学 13 1,945 511 608 278 331 53 
22 72 無学 10 1,496 393 468 214 255 41 
8 
23 73 無学 13 332 220 221 119 120 1 
24 72 無学 16 408 271 272 147 147 1 
10 
25 62 小卒 11 1,469 660 675 457 467 10 
26 65 小卒 33 4,406 1,980 2,024 1,370 1,401 30 
(出所)密陽市に居住する帰農者を対象で聞き取り調査により筆者作成。 
注 1)生産量は韓国統計庁「農作物生産調査」2018 年の慶尚南道平均である。 
2)卸売場納品価格は農産物流通情報「KAMIS」の 2018 年全国平均価格を参考にした。 
















































3) 統計庁(2017)『主要指標(農家経済)』の経営主年齢 65 歳以上の項目による。 
4) 3 番の観光体験中心の認定帰農者は、観光中心であるため例外である。 
5)韓国では農地取引が日本と比べて比較的に自由である。1,000 ㎡以下の規模の場合では
農業者の資格がない者も購入可能であり、1,000 ㎡以上の農地は農業者の資格が必要にな
るが、「1,000 ㎡以上の農地を経営または耕作する者」、「1 年のうち 90 日以上農業に従事
する者」、「農業経営を通じて農産物の年間販売金額が 120 万₩以上の者」、「営農会社法人
の農産物流通・加工・販売活動に 1 年以上継続雇用された者」の 5 つの項目のうち、1 つ
以上が該当する者が農業者である。 
6) 中央日報によると、2008 年の密陽市における農地価格は平均して 1 坪(3.3 ㎡)当たり
10 万₩を下回っていたが、密陽市が新空港選定計画の有力な候補になった 2010 年には 13
































































格を取る方法は 1 つである。それは 1,000 ㎡以上の農地を購入することであるが、第 1 章
で説明したように、農地購入基準は例外条項が多いため、非農業者では購入ができる。そ
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A Study of Sixth Industrialization in Rural Korea and the Role of Returnee Farmers 
A Case Study of Miryang City, Gyeongsangnam-do 
 
After the Korean War, South Korea has undergone rapid industrial development mainly 
through the shift from agriculture to light and heavy industries, resulting in a large increase 
in GDP per capita. As of 2018, the GDP of the agricultural sector is only 1.8% of the total, 
and the gap in GDP per capita in urban and rural areas is very large. With an increasingly 
aging population in rural villages, in recent years Returnee Farmers have been garnering 
attention as a potential solution to the decline in productive labor. Returnee Farmers are 
those who have moved to rural areas and taken up farming after having lived in the city for 
at least one year, regardless of whether they are from rural areas originally or not.  
In the 1990s, before the current labor shortage due to an aging population, the government 
promoted various policies to promote migration to rural areas.  In particular, policies were 
implemented to integrate urban and rural economies.  One such policy was the promotion 
of Sixth Industrialization.  However, policy implementation was not successful and seem to 
be tied to the low educational background in rural areas.   
In the 2010s, the retirement of baby boomers led to the rapid increase in Returnee Farmers 
which resulted in new challenges in rural communities.  With the arrival of Returnee 
Farmers, rural municipalities are able to benefit from an increase in tax revenue, which 
incentivize rural municipalities to compete in order to attract a greater number of Returnee 
Farmers. Rural municipalities also expect that Returnee Farmers will enable Sixth 
Industrialization initiatives to succeed. However, there are doubts about whether all 
Returnee Farmers engage in agriculture after moving to rural areas and there is not much 
empirical research in South Korea on the consequences of Returnee Farmer-centric policies 
that exclude local rural populations.   
This dissertation uses a case study of Returnee Farmers in Miryang City, Gyeongsangnam-
do to clarify the relationship between Returnee Farmers and local residents of rural villages.  
In addition to defining the concept of Sixth Industrialization in South Korea, this study 
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examines the role that Returnee Farmers play in the rural local economy.  To this end, it 
was also necessary to first determine the current status of agricultural activities such as 
management scale, profitability, processing initiatives, the introduction of off-farm labor and 
sales channels.  In particular, this study examined how Returnee Farmers implemented 
Sixth Industrialization processes in rural areas.   
Results from this study show that the Sixth Industrialization initiative has been 
systematized and it is easier for those who are able to decipher documentation to utilize Sixth 
Industrialization certification to accrue benefits.  Those who actively pursue recognition 
under Sixth Industrialization are expected to have a high educational background, however, 
the majority of those in rural areas of South Korea lack higher education.  In addition, this 
study found that Returnee Farmers have weak relationships with local residents.  Some of 
the Returnee Farmers surveyed for this study were highly advanced in their agricultural 
operations and were able to obtain Sixth Industrialization certification. In addition, although 
there were few personal relationships between Returnee Farmers and local residents, there 
were many instances of business relationships fostered through sales contracts.  These 
contractual relationships usually took the form of Returnee Farmers purchasing product 
from local residents and selling it to the co-operative at a profit.  The nature of these 
business relationships were considered win-win for both local residents and Returnee 
Farmers, as local residents were able to secure an additional sales channel for their product, 
while Returnee Farmers were able to profit from taking a surcharge on these sales.  Finally, 
this study found that Returnee Farmers who had little background in agriculture, however 
had a high educational background, were able to access more funding and were able to find 
novel ways to add value to their products that local resident farmers could not.  This 
demonstrates that this gap in information between information and income in rural areas 
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